


問題が社会的な課題となっています。 

 

（２） 課題 

○ 健康寿命の延伸のために、世代や性別、生活する地域ごとなどの健康課題を把握し、対象

ごとの課題改善に向けた取組を支援する必要があります。また、全ての県民が健康に関す

る意識を高めるため、自らの健康づくりに時間が取れない県民や、健康づくりに関心の低

い県民を対象にしたアプローチの方法を検討し、実践していく必要があります。 

○ 生活習慣病やメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）等を未然に防ぐためには、一

人ひとりが自らの日常生活を見直し、運動や禁煙等、適切な生活習慣の形成に向けた取組

を進めるとともに、健康診査の積極的な受診等が重要となります。家庭、地域、学校等、

社会全体で健康づくりに向けた取組を進める必要があります。 

○ 県民がこころの健康について関心を持ち、ストレスや悩み等について適切な対処行動が取

れるよう、こころの健康に関する知識を広めるとともに、悩みを抱える県民が身近なとこ

ろで相談ができる体制を整備するために関係者が連携して取り組む必要があります。 

○ 県民一人ひとりの健康づくりを支えるために、地域、職域、関係団体等、さまざまな関係

者が連携し、社会環境づくりを推進する必要があります。 

 

（３） めざす姿 

○ 個人の健康づくりを支える社会環境が整い、多くの県民が健康で自立した生活を送り、地

域や職場で活発に活動しています。 

 

（４） 取組方向 

取組方向１：健康づくりに係る普及啓発の充実 

取組方向２：健康づくりの取組促進に向けた環境整備の推進 

取組方向３：各種健康診査（検診）受診率の向上に向けた取組の充実 

  

（５） 取組内容 

取組方向１：健康づくりに係る普及啓発の充実 

○ 「三重の健康づくり基本計画」に基づき、日常における健康づくりの大切さなどについて、

さまざまな機会を捉えて普及啓発を行います。（市民団体、事業者、医療機関、医療関係

団体、市町、県、関係機関） 

○ こころの健康に関する相談窓口の設置や相談員の確保を進めることで、職場や学校等、身

近なところで相談できる体制を整備します。（市民団体、市町、県、関係機関） 

○ 健康に関する課題は、性別や年代のほか、生活する地域などによって異なるものと考えら

れることから、健康に関する年代別、地域別データをできる限り収集・分析し、その結果

を関係者だけでなく県民にも広く公表することで、県民が健康づくりに関する情報を身近
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（２） 課題 

○ 高齢者が要介護状態となるのを防止し、また要介護状態となってもそれ以上に悪化しない

ようにし、できる限り自立した生活を送れるように介護予防の効果的な取組が求められて

います。 

 

（３） めざす姿 

○ 介護予防の推進により、高齢者に占める要支援・要介護高齢者の割合や要介護度の重度化

が抑えられています。 

○ 高齢者が積極的に社会活動を行うとともに、文化・スポーツ活動を通じ、元気にいきいき

と活躍しています。 

 

（４） 取組方向 

取組方向１：介護予防の充実 

取組方向２：高齢者の健康・生きがいづくりの推進 

 

（５） 取組内容 

取組方向１：介護予防の充実 

○ 要支援・要介護になるおそれのある高齢者を把握し、介護予防に関する運動教室等の開催

や、閉じこもり防止対策に取り組みます。（地域包括支援センター、市町） 

○ 要支援状態の高齢者に対しては、地域包括支援センターが作成する「介護予防支援計画（介

護予防プラン）」に基づいた介護予防サービスの提供を行います。（事業者、地域包括支援

センター、市町） 

○ 市町における効果的な介護予防の事業実施に資するため、市町、地域包括支援センター職

員および介護事業者を対象とした研修を実施します。また、先進的な取組事例の情報提供

等を行います。（県） 

○ 介護予防市町支援委員会において、有識者から介護予防事業の効果的な実施方法や現況に

対する助言を求め、事業実施に反映させていきます。（県） 

○ 介護予防や配食・見守り等の生活支援サービス等を総合的に提供することができる「介護

予防・日常生活支援総合事業」について取組事例等の情報を収集・提供し、市町の円滑な

事業実施に対する支援を行います。（市町、県） 

 

取組方向２：高齢者の健康・生きがいづくりの推進 

○ 明るく豊かで健やかな長寿高齢社会の実現に向けて、文化・スポーツ活動を通じた生きが

いや健康づくりを促進します。また、地域社会において高齢者が積極的に社会活動（ボラ

ンティア活動等）を行うことで、健康づくりや介護予防につながるよう支援します。（市

町、県、関係機関） 
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テーション等を提供できる体制の整備が課題となっています。 

○ 人工透析を要する慢性腎不全、精神疾患、難治性疾患等の障がいに対しては、継続的な医

療が必要です。 

○ 障がいに起因して発生しやすい合併症、感染症等を予防し、発症した場合には適切な医療

を提供する体制が必要です。 

 

（３） めざす姿 

○ さまざまな障がいに対し、必要な医療や医学的リハビリテーションが適切に提供され、障

がいの程度の軽減や心身の機能が維持されています。 

  

（４） 取組方向 

取組方向１：適切な医学的リハビリテーション提供体制の整備の推進 

取組方向２：社会復帰に向けた支援の充実 

 

（５） 取組内容 

取組方向１：適切な医学的リハビリテーション提供体制の整備の推進 

○ 医学的リハビリテーション提供体制の整備、充実を促進するとともに、リハビリテーショ

ン医、理学療法士、作業療法士等専門職員の確保を推進します。（医療機関、市町、県、

関係機関）  

○ 病院等から退院した在宅の脳卒中等の患者が地域で自立した生活を送れるよう、地域にお

ける医学的リハビリテーション提供体制を整備します。（市町、県）  

 

取組方向２：社会復帰に向けた支援の充実 

○ 交通事故等による脳外傷で生じた高次脳機能障がい等に対する理解を深めるとともに、高

次脳機能障がい者の社会復帰を進めるため、地域移行や就労支援等の相談支援などを行い

ます。（県、関係機関） 

○ 県民、関係団体、関係機関等と連携し、障がいに関する正しい知識の普及啓発や、地域住

民等との交流、ボランティア活動等をとおして、障がいについての理解を促進するための

取組を行います。（県民、関係団体、市町、県、関係機関） 

○ 精神障がい者の社会復帰および自立を促進するため、社会復帰相談指導、精神科デイケア、

医学的リハビリテーション等の充実に努め、精神障がい者の状況に応じた支援の促進を図

ります。（医療機関、市町、県、関係機関） 

○ だれもが安全・安心で快適に利用できる建築物等の整備を進めるためのユニバーサルデザ

イン*の考え方の周知や、駅や公共施設等の周辺など人通りの多い道路を中心に歩道等のバ

リアフリー化等を図ります。（市町、県、関係機関） 
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保護者による歯科的管理が行われていないことから、小児歯科においても１歳半、３歳児

健康診査や学校での歯科検診等の機会をとらえた虐待の早期発見や子育て支援体制づく

りの取組が進められています。 

○ 「健やか親子いきいきプラン」、「第二期三重県次世代育成支援行動計画」を策定し、その

中で母子保健の取組について重点課題、取組目標を定め、母子保健施策の推進を図ってい

ます。 

 

（２） 課題 

○ 本県では、10 代の出産が平成 23（2011）年は 206件あります3。一方、出産年齢の上昇に

より健康管理がより重要になっていますが、経済的理由等により健康診査を受診しない妊

婦や分娩後の母子手帳の交付が平成 23（2011）年度に 11 人あり、引き続き妊婦健康診査

の適正受診に向けた啓発に努める必要があります4。 

○ 子どもの虐待を未然に防止するためには、妊娠期からの早期支援が求められており、全市

町において妊婦訪問支援体制の充実および乳児家庭全戸訪問支援事業から養育支援訪問

事業へと連携した支援体制の整備に取り組む必要があります。さらに児童相談所等の児童

福祉機関と連携した支援体制の充実や情報共有が求められています。 

○ 育児についても、地域の子育て支援基盤の充実等、地域において十分な支援が受けられる

体制づくりがより一層求められています。 

○ 不妊治療に関する経済的な負担の軽減や悩みに対する相談支援体制、情報提供の充実が望

まれています。 

○ 不育症は、全国的に専門医が少なく、一方、不育症女性の多くがこころのストレスを抱え

ており、不育症の相談体制の充実および相談治療に携わる関係者への正確な情報提供が求

められています。 

○ 思春期においては保健対策と健康教育の面から、人工妊娠中絶や性感染症等に関する知識

の普及とともに、自他を尊重し自己肯定感を高める取組が必要です。 

○ 児童生徒に対する適切なこころのケア等が行えるよう、学校等関係機関の相談・支援体制

の充実が求められています。 

○ 住民に身近な市町によるきめ細かいサービスの提供をめざし、未熟児訪問事業や養育医療

給付等を平成 25（2013）年度から市町が担うこととなり、地域差のない母子保健サービス

が受けられるよう体制整備が求められています。 

○ 「健やか親子いきいきプランみえ」に基づき、次世代を担う子どもが心身ともに健やかに

生まれ育つための環境づくりに家庭や地域社会全体で取り組めるよう、積極的な情報発信

を行う必要があります。 

 

                            
3 出典：厚生労働省「平成 23 年 人口動態調査」  
4 出典：厚生労働省「平成 23 年度 地域保健・健康増進事業報告」  
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（３） めざす姿 

○ 安全で安心して妊娠・出産できる環境が整備され、妊産婦のこころの変化や不妊相談等、

希望するケアが必要なときに受けられる支援体制が充実しています。 

○ 地域全体で子どもたちの心身の健やかな成長を支援する体制が整えられ、児童虐待のない

三重県をめざした取組が進められています。 

○ 子どもが病気になっても不安のない保健医療システムが構築され、障がい児や長期療養児

等が安心して地域で生活できる体制が整っています。 

○ 心身ともに発達や変化の大きい思春期において、学校、家庭、地域が協力して保健対策を

強化し、子どもが主体性をもって自立できる支援の取組が進められています。 

 

（４） 取組方向 

取組方向１：ライフステージに応じた母子保健サービスの実施 

取組方向２：子どもの健やかな育ちを支えるための環境整備 

 

（５）  取組内容 

取組方向１：ライフステージに応じた母子保健サービスの実施 

○ 妊娠出産の安全性と快適さの確保に向けて、母子保健サービスの充実に取り組むとともに、

医療機関や医療関係団体との連携を進めます。（医療機関、医師会、看護協会、市町、県） 

○ 県内全ての市町において、母子健康手帳交付時等、妊娠早期からの相談支援体制の整備に

取り組むとともに、乳児全戸訪問支援事業や養育支援訪問事業により出産後不安定になり

やすい産婦や孤立しやすい家庭への支援へと継続した取組を進めます。（市町） 

○ 「みえ出産前後からの親子支援（出産前後保健指導事業）」を推進するとともに、「エジン

バラ産後うつ病質問票*（ＥＰＤＳ）」や「赤ちゃんへの気持ち質問票*」等を活用し、育

児不安の早期発見や児童虐待防止に向けた取組を推進します。（医療機関、医師会、市町、

県） 

○ 妊娠時に歯周疾患が憎悪する傾向があり、その結果、早産や低体重児出産のリスクが高ま

ることから、医科歯科連携により妊婦の口腔ケアや歯周疾患治療に取り組みます。（医療

機関、歯科医師会、市町、県） 

○ 産婦人科医会、教育機関、市町等が連携し、思春期の健康教育の推進や保健対策の強化を

図ります。（医療機関、教育機関、産婦人科医会、市町、県） 

○ 不妊や不育症に関する悩みに対応するため、三重県不妊専門相談センターの周知と、経済

的負担の軽減を目的とした特定不妊治療費用の一部助成等を行います。（市町、県） 

 

取組方向２：子どもの健やかな育ちを支えるための環境整備 

○ 母子保健推進員*や地域住民組織、ＮＰＯ等と連携し地域の子育て支援体制の充実に努めま

す。（県民、市民団体、医療関係団体、市町、県） 

○ 低体重児の保護者からの出生届や医療機関からの診療情報等の提供が市町へ適切になさ

れるよう、県民や医療機関へ周知するとともに、未熟児等支援の必要な家庭を訪問し適切
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な指導が行われるよう体制整備に努めます。（医療機関、市町、県） 

○ 発達障がいの早期発見や、幼児期から青年期までの途切れのない総合的な支援を行うため、

乳幼児健康診査（５歳児健診の実施を含む）の充実を図るとともに、相談支援体制の整備

や人材育成等を進めます。(医療機関、市町、県)  

○ 児童虐待の発生予防や早期発見、早期対応のため、保健・医療（歯科を含む）・児童福祉・

教育等の関係機関が連携し、体制整備を図るとともに、個別事例の検討、情報共有等によ

り関係機関の連携を促進します。（医療機関、教育機関、市町、県、関係機関） 

○ 望まない妊娠や性の問題に悩む若年者や家族に対応するため、相談窓口「予期せぬ妊娠『妊

娠レスキューダイヤル』」の周知や医療機関、市町および各関係団体と連携した支援体制

の構築に努めます。（医療機関、教育機関、関係団体、市町、県） 
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